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府中市財政の現状と課題 

 

伊藤久雄（ＮＰＯまちぽっと理事） 

１．財政指標と地方交付税 

 

① 健全化判断比率 決算カード 健全化判断比率（令和 2年度、3年度、4年度） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和 2年度 ― ― 3.0 ― 

令和 3年度 ― ― 3.2 ― 

令和 4年度 ― ― 2.9 ― 

 ※決算カード 指数等 下段 

  早期健全化基準・財政再生基準 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基

準 
11.25 16.25 25.0 350.0 

財政再建基準 20.00 30.00 35.0 ― 

 

 ※連結実質赤字比率等の状況 決算収支の状況（決算カード） 

実質赤字比率    実質収支（普通会計）÷標準財政規模  ―（黒字） 

            2,957,573千円    ÷57,818,577千円 

連結実質赤字比率  上記に下水道事業会計を加えた額÷標準財政規模  ー（黒字） 

            2,957,573千円＋491,919÷57,818,577 千円   

  〇 実質赤字比率、連結実質赤字比率とも黒字 

  〇 公営企業会計以外の特別会計も黒字決算 

 ※実質公債費比率（決算カード）  令和 4年度 2.9 

標準的な収入（標準財政規模）に占める実質的な公債費（借金返済額）の割合で、比率

が低ければ低いほどよい。18%を超えると、新たに借金をしようとする場合、都の許可

が必要となる。早期健全化基準は 25.0（上表） 

 ※公債費負担比率－一般財源総額に占める公債費の比率。（決算カード） 

府中市は令和 4年度：4.4％（3年度は 4.0％）  

10％以内が良好、15％が警戒、20％が危機ラインとされる。 

 ※将来負担比率（（決算カード 令和 4年度） ―（将来負担が標準財政規模より少ない） 

早期健全化基準 市町村「350％」・都道府県「400％」 

早期健全化基準は、夕張市財政破綻後の策定された財政健全化法により導入された指

標。現在、早期健全化基準を超えるのは夕張市のみ。財政指標としては役に立たない。

むしろ都道府県や市町村が採用している「将来にわたる財政負担の状況」が現実的。 

 

   将来にわたる財政負担の状況（市町村） 
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  ※上表（市町村分）のように、地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出額（市の借

金総額）から基金積立額を差し引き、標準財政規模と比較した指標。 

   ▤ 東京都市町村普通会計決算の概要から（4年度はまだ、例年 9月 1日頃公表） 

  ※府中市の令和 3年度、4年度「将来にわたる財政負担の状況」は以下のとおり 

   （決算カード） 

     府中市の将来にわたる財政負担        単位：百万円、％ 

区分 令和４年度 令和３年度 

地方債現在高 A 40,804 37,542 

債務負担行為翌年度以降支出予定額 B 39,929 46,252 

積立金現在高 C 64,677 62,518 

将来にわたる財政負担 A+B-C 16,056 21,275 

標準財政規模 67,819 53,804 

対標準財政規模比 23.7 39.5 

〇 数字が低いほど健全性が高い。（特別区は将来にわたる財政負担が平均でマイナ

ス。基金残高が多い） 

   〇 府中市は 3年度 39.5（標準財政規模に比較して 39.5％の借金）、4年度は標準財

政規模に比較して 23.7％の借金。 

〇 3 年度は市町村平均の 4 割程度（4 年度はさらに下がる？）。その要因は地方債

現在高より積立金現在高が多いこと（3年度は標準財政規模より多い）が上げら

れる 

 

② 他の指標 （決算カード等） 

※財政力指数－１より高いと普通地方交付税は不交付。 

  決算カード 府中市 1,187（3年度平均） 

※実質収支比率－実質収支（形式収支（歳入歳出差引額）から繰越明許費の繰越等のため

に翌年度に繰り越すべき財産を控除した額）の標準財政規模に対する割合 

おおむね３～５％程度が望ましいとされる。 4年後府中市 5.1％（3年度 8.2％） 

4 年度の実質収支 2,957,573 千円（決算カード）÷67,818,577（標準財政規模）×100

＝5.1  



3 

 

〇「望ましいとされる指標」よりやや高い（黒字幅が大きい）。ただし 3年度は 8.2で

あったから、黒字幅が減少した。これは形式収支（歳入歳出差引額）が減少したこと、

翌年度に繰越すべき財源が増額したことが要因。 

※経常収支比率－経常的な経費（人件費、扶助費、公債費など）に、経常的な収入（地方

税、地方交付税、地方譲与税など）がどの程度充当されているかの比率を示す。 

   70％〜80％の間が理想とされてきた。財政の弾力性を示す指標。 

   4年度の府中市は 82.9％（3年度は 86.1） 

＜経常収支比率－臨時財政対策債を分母から除いた場合の比率＞ 

 （別紙資料、令和 3年度各団体別決算収支）  

  〇 この比率は上記のように 70％～80％が理想とされてきた。しかし参考資料（各団

体別決算収支）に明らかなように、多摩 26市の経常収支比率は、すべて 85％を超え

る。羽村市は 100％を超え、弾力性を失い、硬直化している。(  )内の臨時財政対

策債を分母から除いた場合の比率は、90％を超える市も多い。 

  〇 都内市区町村で 70％台なのは特別区の数区のみ。 

  〇 （インフラ整備がすすんできた現在の経常収支比率は、80％～95％程度でいいので

はないかと考える（私見）。 

  ■臨時財政対策債 

   国から自治体に交付する地方交付税が不足するため、不足分の一部を地方自治体が

自ら借り入れする地方債のこと。毎年、総務省が発行限度額を示す。地方交付税の不

交付団体は臨時財政対策債の発行が認められていないため、調布市は発行していな

い。 

 

③  地方交付税 

  

  ※市町村の交付団体は昭島市が交付団体となったことから 1団体増えた。 
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２．決算カード等からみた府中市の財政状況 

 

 主に決算カードから、府中市の財政状況をみていきたい。 

 

(1) 令和年度決算(歳入)にあらわれた特徴点 

  令和 3年度              令和 4年度 

    

 

 〇 3年度と 4年度との比較を構成比（上表）からみることにする 

・ 構成比でみる最大の特徴は、地方税等の（決算カードの小計）の比率が 4年度には

3年度比で 4.8％も増大していることである。その要因は繰入金が金額で 12,752百

万円、構成比で 8.7％も減少していることによる。 

ちなみに 2年度の繰入れ金は金額 3,706百万円、構成比はわずかに 2.7％であった
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（元年度は 1.9％）。つまり繰入金はおそらく 3年度が過去最大であり、4年度も 3

年度を引きずっているとみることができる（5年度予算では 6.3％）。この間の最大

の事業は庁舎新築事業であったが、庁舎新新築事業は次のように推移した。 

 2年度    204百万円 

 3年度  2,716百万円 

  4年度  3,726百万円 

 （5年度は府中の森芸術劇場整備事業が最大で令和５～６年度 4,623百万円） 

 なお 5年度予算の繰入金は 6.3％で、繰入金の多さは変わらない。なぜかの究明

が必要だと思う。 

・ もう 1 つの特徴は 4 年度の地方債が 5.0％と、3 年度の 1.8％から急増しているこ

とである。これは、繰入金を減らして地方債を増やしているともいえるが、繰入金

も高止まりの状況にあるので、5年度の推移や 6年度予算編成が注目される。 

 

〈2〉令和年度決算(歳出)にあらわれた特徴点 

    3年度（性質別）           4年度（性質別） 

     

 〇 歳入と同じく、性質別の構成比から特徴をみることにする。 

・ 義務的経費（小計の欄）は大きな変動はなく、扶助費の構成比が若干下がったのが

特徴である。 
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・ 義務的経費以外は、増大した歳出として物件費、補助費等、投資的経費を上げるこ

とができる。特に普通建設事業の単独事業が大幅に伸びていることが特徴である。

大型建設事業の中で、特に単独事業を検証する必要があると思われる。 

・ 減少した歳出は積立金であり、10ポイントも減少している。積立金の推移等は別途

みることとする。 

・ 今後の市の財政運営を款が得るためには、特に以下の事業を検証する必要があると

思う。社会保障関係経費、保育園関係経費、公共施設マネジメントの推移、都市基

盤の整備、デジタル化（特に新庁舎）、感染症対策、風水害対策など。 

〇 コロナ感染が５類に移行する中で、コロナ関連の事業費の検証を丁寧に行い、新たな

感染症に備えるべきである。 

 

（3） 繰越明許費について 

〇 翌年度に繰越すべき財源（決算カード）の 173,365千円のおそらく全額が繰越明許       

    費になる。 

〇 府中市の翌年度に繰越すべき財源は、非常に多い他市と比較すれば問題にするこ

とはないかもしれないが、4 年度は 3 年度に比して大幅に増えているのが気にな

る。増えて原因を解明する必要がある。 

〇 繰越明許費は「単年度予算主義」の例外なので、財政民主主義の観点からも理由の  

明確化が重要。 

 

（4） 地方税について 

   

  〇 市町村民税法人分が 41，5％増え、公営日でも 8.4％から 11.3％に増えている。経

済情勢の回復が着実だったからであろう。 

  〇 その他の税も着実に増えているが、都市計画税について言及しておきたい。 
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（イ） 都市計画税の税率 

課税標準額 × 税率（0.2パーセント） ＝ 税額 

（税率は 0.3 パーセントを上限として、市町村の条例で定めることとされている。 

現在、特例措置として税率を 0.2パーセントと定めている。） 

     

  ※都市計画税の税率については、地方税法により 0.3 パーセントを超えない範囲で各

市町村の条例で定めることとしている。 

  ※多摩 26市の税率は 0.2％～0.29％となっている。（府中市は 0.2％） 

 

（5） 人件費について 

  〇 府中市の一般職員数は決算カードの 1ページに掲載されている。この職員数の中        

    に会計年度職員がカウントされているかどうか？ 

〇 会計年度任用職員（パートタイム） 

・  財政状況調査検収調書によれば、会計年度任用職員（パートタイム）は委員等報酬

の欄に掲載されている。 

・ 調布市の財政状況調査検収調書をみると、報酬等は 2,318,467千円、任期の定めの

ない常勤職員（正規職員）の賃金 7,405,793千円。その比率は 1：3.2にもなる。 

・ 市に対して、会計年度任用職員（パートタイム）の職員数とその報酬について公表

を求めるべきだと思う。 

・ 待遇改善が課題（もちろん全自治体の） 

23区（都税） 0.3 国分寺市 0.27

八王子市 0.27 国立市 0.26

立川市 0.235 福生市 0.24

武蔵野市 0.2 狛江市 0.25

三鷹市 0.225 東大和市 0.26

青梅市 0.25 清瀬市 0.25

府中市 0.2 東久留米市 0.24

昭島市 0.25 武蔵村山市 0.26

調布市 0.24 多摩市 0.2

町田市 ※ 稲城市 0.27

小金井市 0.27 羽村市 0.25

小平市 0.24 あきる野市 0.27

日野市 0.27 西東京市 0.25

東村山市 0.29

　　都内区市の都市計画税の税率

（都市計画税相当額＝課税標準額×税率）

※町田市は令和4年度0.23、令和5年度0.27
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（7）基金の状況 

 〇 財政調整基金の規模は妥当か 

 〇 特定目的基金はそれぞれ妥当か 

※基金残高の水準について（参考） 

最近の地方財政における基金積立金を巡る議論について ～英国での議論も参考に

兼村高文（自治総研通巻 476号 2018年６月号） 

  基金の合理的な水準を論ずるのは難しいが、総務省の前述の自治体アンケート

調査結果を参考にすると、財政調整基金の積立水準について過去の経験から１つ

の目安として、標準財政規模に対する割合は都道府県は５％以下、市町村は５％か

ら 10％未満が最も多かった。これはリーマンショックなど財政危機などを参考と

した経験値であり、参考になるのではなかろうか。また特定目的基金の残高水準に

ついては、計画的な公共施設整備や地域開発等のための積立と引当財源として必

要性は認められても、基金残高の適正水準についてはなお議論の余地があろう。 

※府中市の標準財政規模 令和 3年度役 538億円 令和 4年度約 578億円 

※府中市の財政調整基金の場合、標準財政規模の 5％～10％とすると、10％約 5４億

円空 8億円程度になる。現在は約 80億円（決算カード）だから、標準財政規模の

約 15％～17％程度になる。 

※特定目的基金には令和 3年度、公共施設整備基金、学校施設改築基金、庁舎建設基

金、公共施設管理基金、生活・環境基金がある。このうち、使途があいまいだと思

われるのは次の２つ。 

 公共施設管理基金－公共施設の管理に要する経費の財源 

生活・環境基金－総合計画に掲げる基本目標「安全で快適に暮らせる持続可能なま

ち（生活・環境）」に係る事業の財源 

 

※「災害対策」や「災害復旧」のための基金はない。今後議論すべきではないか（私 
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３．決算議会の課題 

 

(1)決算議会の意義 

 

 自治体の主な財政サイクル 

 
 

 〇 かつては決算不認定であっても、「無答責」（責任を問われない）だった。 

 〇 2017年 地方自治法改正 

   「普通地方公共団体の長は、決算の認定に関する議案が否決された場合において、当

該議決を踏まえて必要と認める措置を講じたときは、速やかに、当該措置の内容を議

会に報告するとともに、これを公表しなければならない。」（第 233条第７項） 

 〇 一定の説明責任を課したと言われる。がこの後、多摩地区の市議会で決算不認定にな

ったケースは知らないが、いずれにしても以前よりは決算議決の意義は高まってい

る。 

 〇 認定、不認定に関わらず、議会における決算審査を通じて、その結果を次年度予算に

いかに反映するかが大きな課題である。 

 

(2) 多摩市議会の事例 

 

 多摩市議会では、決算認定のために議長を除く全議員を委員とする予算決算特別委員会

を設置して、決算審査を行っている。委員会内には、正副委員長と交渉会派（正副委員長選
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出会派以外）から 1名ずつの 5名で構成する理事会を設置し、審査方法等を協議する。 

 平成 22年以降は、多摩市議会基本条例に基づき、「決算と予算の連動」を図ることを目的

とし、議会の定例会における決算審査の際に、市長等が執行した事業等の評価（「議会の評

価」）を行う。 

 これまで、総務、健康福祉、生活環境、子ども教育の 4分野の分科会を設けて施策や事業

の調査研究を行い、9月の定例会中に行う決算認定において、各分科会での調査結果を、議

会として一致した意思を示す「議会の評価」としてまとめ、市長に送付する 

 市長は議会の評価を翌年度予算に反映するよう努め、その結果を「議会の評価」に対する

次年度予算（案）の対応として議会へ送付する。翌年の予算案を審議する 3月の第 1回定例

会では、予算決算特別委員会を開催し、議会の評価が予算案に十分反映されているか質疑を

行っている。 

 令和 2年、3年はコロナ禍を受け「議会の評価」を中止していたが、令和 4年は取り組み

を再開する。 

 

(3) 府中市の課題 

 

〇 何を取り上げるかが課題。 

〇 先述したように、今後の課題として社会保障関係経費、保育園関係経費、公共施設マ

ネジメント、都市基盤の整備、デジタル化（新庁舎）、今後の感染症対策、風水害対

策などの事業で、ネットとして何を最も課題として取り上げるか、ネット内での議論

が必要 

 〇 歳入・歳出 

歳入・歳出の中では、特に歳出について何が課題か議論の必要がある。特にこの間の

コロナ対策や物価高騰に係る対策は膨大な国交付金を財源としている。市としてど

のように検証し、総括しているか。議会でどのような議論があったかが課題。感染症

は今後もあらたな課題が起きる可能性が高いと思う。今後の対策を迅速に図るため

にも市民も含めた検証と総括が重要だと思う。 

〇 基金と地方債現在高 

  数字上、問題はないと思われるが、基金は前項で指摘した課題がある。 

 


